
2022年６月６日

第110回定時株主総会招集ご通知に際しての
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

本内容は、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット
上の当社ウェブサイト (https://www.makita.co.jp/ir/）に掲載するこ
とにより、株主の皆様に提供したものとみなされるものです。
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連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結計算書類の作成基準
当社の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下、
「IFRS」という。）に準拠して作成しております。なお、本連結計算書類は同項後段の規定によ
り、IFRSで求められる開示事項の一部を省略しております。

２．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び主要な会社名
52社 マキタ U.S.A. Inc.、マキタ（U.K.）Ltd.、

マキタ・ヴェルクツォイク GmbH（ドイツ）、マキタ･フランス SAS、
マキタ Oy（フィンランド）、マキタ LLC(ロシア)、牧田（中国）有限公司、
牧田（昆山）有限公司、マキタ・オーストラリア Pty.Ltd.、
マキタ EU S.R.L.

３．金融商品の評価基準及び評価方法
① 非デリバティブ金融資産
（ⅰ）当初認識及び測定

当社グループは、当初認識時において、償却原価で測定する金融資産、その他の包括
利益を通じて公正価値で測定する金融資産、純損益を通じて公正価値で測定する金融
資産に分類しております。当社グループでは、営業債権及びその他の債権については
発生日に当初認識しており、その他の金融資産については金融商品の契約の当事者と
なった取引日に当初認識しております。
全ての金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産を除き、公正価値に
当該金融資産に直接帰属する取引費用を加算した額で当初測定しております。ただ
し、重大な金融要素を含んでいない営業債権は取引価格で当初測定しております。
（a）償却原価で測定する金融資産

次の条件がともに満たされる金融資産を償却原価で測定する金融資産に分類し
ております。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを
目的とする事業モデルに基づいて、金融資産が保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみで
あるキャッシュ・フローが特定の日に生じる。

（b）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
償却原価で測定する金融資産に分類されずに公正価値で測定することとされ
た金融資産のうち、売買目的ではない資本性金融商品への投資については、当
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初認識時に、その公正価値の事後的な変動をその他の包括利益に表示するとい
う取消不能な選択を行うことが認められており、当社グループでは金融商品ご
とに当該指定を行っております。

（c）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
償却原価で測定する金融資産又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定
する金融資産以外の金融資産については、純損益を通じて公正価値で測定する
金融資産に分類しております。

（ⅱ）事後測定
（a）償却原価で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産は、当初認識後は実効金利法に基づく償却原価で
測定しております。実効金利法による利息収益は純損益で認識しております。

（b）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品は、当初認識
後は公正価値で測定し、その事後的な変動をその他の包括利益として認識して
おります。その他の包括利益として認識した金額は、認識を中止した場合、も
しくは公正価値が著しく下落した場合にその累計額を利益剰余金に振り替えて
おります。なお、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商
品からの配当収益については純損益として認識しております。

（c）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、当初認識後は公正価値で測
定し、公正価値の変動から生じる評価損益、配当収益及び利息収益は純損益と
して認識しております。

（ⅲ）認識の中止
金融資産は、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した
場合、又は金融資産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、当該
金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんど全てが移転している場合に、認
識を中止しております。

② 金融資産の減損
当社グループは、償却原価で測定する金融資産に係る予想信用損失に対して、貸倒引当
金を認識しております。予想信用損失は、契約に基づいて受け取るべき契約上のキャッ
シュ・フローと受け取ると見込んでいるキャッシュ・フローとの差額の割引現在価値に
基づいて測定しております。
金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合、全期間の予想信
用損失を貸倒引当金として認識しております。当初認識以降に著しく増大していない場
合には、12ヵ月の予想信用損失を貸倒引当金として認識しております。なお、重大な金
融要素を含んでいない営業債権については、期日経過の情報や内部信用格付に基づく相
手先の信用リスク特性に応じて区分し、その区分に応じて算定した過去の信用損失の実
績率に将来の経済状況等の予測を加味した引当率を乗じて、常に貸倒引当金を全期間の
予想信用損失に等しい金額で測定しております。
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金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大しているか否かは、当初認識時
における債務不履行発生リスクと各期末日における債務不履行発生リスクを比較して判
断しており、期日経過情報のほか、合理的かつ裏付け可能な情報を考慮しております。
金融資産の全部又は一部について回収ができず、又は回収が極めて困難であると判断さ
れた場合は債務不履行が生じているとみなし、債務不履行に該当した場合は信用減損金
融資産として取り扱っております。
金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想を有していない場合には、金
融資産の総額での帳簿価額を直接減額しております。
金融資産に係る貸倒引当金の繰入額及び戻入額は、純損益で認識しております。

③ 非デリバティブ金融負債
（ⅰ）当初認識及び測定

当社グループは、当初認識時において、償却原価で測定する金融負債及び純損益を
通じて公正価値で測定する金融負債に分類しております。金融負債は、当社グルー
プが当該金融負債の契約当事者になる取引日に当初認識しております。
全ての金融負債は、当初認識時に公正価値で測定しておりますが、償却原価で測
定する金融負債については、公正価値から直接帰属する取引コストを控除した額で
測定しております。

（ⅱ）事後測定
（a）償却原価で測定する金融負債

償却原価で測定する金融負債は、当初認識後は実効金利法に基づく償却原
価で測定しております。

（b）純損益を通じて公正価値で測定する金融負債
純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は、当初認識後は公正価値で測
定し、公正価値の変動から生じる評価損益は純損益として認識しております。

（ⅲ）認識の中止
金融負債は、金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が免責、
取消し又は失効となった時に認識を中止しております。

④ デリバティブ
当社グループでは、為替変動リスクをヘッジするために、為替予約のデリバティブ取引
を行っております。デリバティブは公正価値で当初認識し、当初認識後も公正価値で再
測定しております。デリバティブの公正価値の変動は純損益として認識しております。

４．棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しております。取得原価
には、購入原価、加工費及び棚卸資産が現在の場所及び状態に至るまでに発生したその他のコ
ストの全てを含んでおり、取得原価の算定にあたっては、加重平均法を用いております。加工
費には正常生産能力に基づく製造間接費の配賦額を含めております。正味実現可能価額は、通
常の営業過程における見積売価から、販売に要する見積コストを控除した額であります。
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５．重要な減価償却資産の減価償却方法
① 有形固定資産

土地及び建設仮勘定以外の有形固定資産は、取得原価から残存価額を控除した償却可
能価額について、使用可能となった時点から見積耐用年数にわたり、定額法で減価償却
を行っております。主要な有形固定資産の見積耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ：３年から60年
機械装置及び備品 ：２年から20年
なお、減価償却方法、残存価額及び見積耐用年数は毎年見直し、必要に応じて改定し
ております。

② 無形資産
耐用年数を確定できる無形資産はそれぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で償却して
おります。主要な無形資産の見積耐用年数は次のとおりであります。
・開発費 ：５年
・ソフトウェア：２～10年
・工業所有権 ：４～17年
無形資産の償却方法、残存価額及び見積耐用年数は毎年見直し、必要に応じて改定し
ております。

③ 使用権資産
使用権資産は、当初認識後、原資産の所有権がリース期間の終了時までに移転される
場合、又は使用権資産の取得原価が購入オプションを行使することが合理的に確実で
ある場合には、原資産の見積耐用年数で、それ以外の場合には、見積耐用年数とリース
期間のいずれか短い期間にわたって定額法で減価償却を行っております。

６．非金融資産の減損
棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産は、報告期間の期末日ごとに減損
の兆候の有無を判断しております。
減損の兆候が存在する場合には減損テストを実施し、当該資産の回収可能価額を見積っており
ます。なお、のれん及び耐用年数を確定できない、又は未だ使用可能ではない無形資産につい
ては償却を行わず、毎年及び減損の兆候が存在する場合はその都度、減損テストを実施してお
ります。
当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・インフローを生成しないため、全社資産に
減損の兆候がある場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を見積っておりま
す。
回収可能価額は、処分コスト控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方の金額としており
ます。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び当該
資産に固有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いております。
個別の資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を上回る場合には純損益にて減損損失
を認識し、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。資金生成単位又は資金
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生成単位グループに関連して認識した減損損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿価
額を減額するように配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額し
ております。
のれんに係る減損損失は、戻入れを行っておりません。のれん以外の非金融資産に係る減損損
失は、減損損失がもはや存在しないか又は減少している可能性を示す兆候が存在する場合に当
該資産の回収可能価額を見積っており、回収可能価額が減損処理後の帳簿価額を上回った場合
には減損損失の戻入れを行っております。なお、減損損失の戻入れは過去の期間において当該
資産に認識した減損損失がなかった場合の帳簿価額を超えない範囲内で純損益にて認識してお
ります。

７．引当金の計上基準
引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが現在の法的債務又は推定的債務を有し、
その債務を決済するために経済的便益を有する資源の流出が生じる可能性が高く、かつ当該債
務の金額について信頼できる見積りができる場合に認識しております。
貨幣の時間的価値の影響が重要な場合には、当該引当金は負債の決済に必要と予想される支出
額の現在価値で測定しております。現在価値は、貨幣の時間的価値とその負債に特有なリスク
を反映した税引前割引率を用いて計算しております。時の経過に伴う割引額の割戻しは、金融
費用として認識しております。
製品保証引当金は、製品のアフターサービスに対する費用支出に備えるため、過去の実績額に
基づき、現行の製品不良率、過去に実績のない特定製品の不具合、不良製品の修理において被
る材料費や発送費用の発生等による影響を考慮して計上しております。製品保証引当金は、収
益認識がなされた時点で引当金及び売上原価として計上されております。

８．退職後給付

当社グループは、従業員の退職後給付制度として確定給付制度と確定拠出制度を採用しており
ます。
(i) 確定給付制度
確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用は、予測単位
積増方式を用いて算定しております。
割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間
に対応した期末日時点の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。
確定給付制度に係る資産又は負債は、確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価
値を控除して算定しております。当期勤務費用及び確定給付負債の純額に係る利息純額
は、純損益として認識しております。過去勤務費用は発生した期の費用として認識してお
ります。
確定給付制度に係る資産又は負債の純額の再測定額は、発生した期においてその他の包括
利益に一括認識し、直ちに利益剰余金に振り替えております。
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(ii) 確定拠出制度
確定拠出制度については、確定拠出制度に支払うべき拠出額を、従業員が関連する
サービスを提供した期間に費用として認識しております。

９．外貨換算

① 外貨建取引
外貨建取引は、取引日の為替レートで当社グループ各社の機能通貨に換算しております。
期末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートにより機能通貨に換算
しております。
外貨建非貨幣性資産及び負債は、取得原価により測定されているものは、取引日の為替レ
ートを使用して換算し、公正価値で測定されるものは、当該公正価値の算定日における為
替レートで機能通貨に換算しております。当該換算又は決済により生じる換算差額は、純
損益として認識しております。ただし、公正価値で測定しその変動をその他の包括利益と
して認識する資本性金融商品の換算により発生した差額はその他の包括利益として認識し
ております。

② 在外営業活動体
在外営業活動体の資産及び負債は、期末日の為替レートで、収益及び費用は、為替レート
が著しく変動している場合を除き、期中平均為替レートで日本円に換算しております。こ
の結果生じる換算差額はその他の包括利益として認識しております。また、在外営業活動
体の換算差額は、在外営業活動体が処分された期間に純損益として認識しております。

１０．収益認識
当社グループは、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する
当社グループは電動工具、園芸用機器等の製造・販売を主な事業としております。これらの
製品販売については、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得すること
から、履行義務が充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を認識しておりま
す。又、収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品等
を控除した金額で測定しております。
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会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結
会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、以下のとおりです。
・確定給付制度債務の測定
当連結会計年度の連結計算書類に計上した確定給付制度債務の金額は38,560百万円です。当社グル
ープは、従業員の退職後給付制度として確定給付制度と確定拠出制度を採用しております。確定給付
制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用等は、数理計算上の仮定に基づいて算定しておりま
す。数理計算上の仮定には、割引率等様々な変数についての見積り及び判断が求められます。数理計
算上の仮定は、経営者の最善の見積りと判断により決定しておりますが、将来の不確実な経済条件の
変動の結果や関連法令の改正・公布によって影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場
合、翌連結会計年度の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
・繰延税金資産の回収可能性
当連結会計年度の連結計算書類に計上した繰延税金資産の金額は12,238百万円です。繰延税金資産
は、未使用の税務上の繰越欠損金、税額控除及び将来減算一時差異のうち、将来課税所得に対して利
用できる可能性が高いものに限り認識しております。課税所得が生じる時期及び金額は、将来の不確
実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があり、実際に生じた時期及び金額が見積りと異な
った場合、翌連結会計年度の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があり
ます。また、税制改正により実効税率が変更された場合には、繰延税金資産の残高が増減する可能性
があります。
・棚卸資産の評価
当連結会計年度の連結計算書類に計上した棚卸資産の金額は475,128百万円であり、正味実現可能
価額の下落による簿価切下額28,084百万円を差し引いて計上しております。
棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定しております。正味実現可能価
額で測定する場合には、取得原価との差額を原則として売上原価に認識しております。
正味実現可能価額は通常の営業過程における見積売価から販売に要する見積コストを控除した額であ
ります。ただし、営業循環過程から外れて滞留する棚卸資産については、販売方針、将来の需要や市
場動向を反映して正味実現可能価額を算定しております。
市場環境が予測より悪化して正味実現可能価額が著しく下落した場合には、翌連結会計年度の連結計
算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
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連結財政状態計算書に関する注記
１．資産から直接控除した貸倒引当金
営業債権及びその他の債権 1,614百万円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 173,686百万円
なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

連結持分変動計算書に関する注記
１. 発行済株式に関する事項
株 式 の 種 類 当 期 首 増 加 減 少 当 期 末

普 通 株 式 280,017,520株 －株 －株 280,017,520株

２. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円) 基 準 日 効力発生日
2021年６月25日
定時株主総会 普通株式 16,020 59 2021年３月31日 2021年６月28日

2021年10月28日
取締役会 普通株式 2,715 10 2021年９月30日 2021年11月26日

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円) 基 準 日 効力発生日
2022年６月28日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 16,835 62 2022年３月31日 2022年６月29日

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、経営活動を行う過程において、財務上のリスク（為替リスク・株価リスク・金
利リスク・信用リスク・流動性リスク）に晒されており、当該財務上のリスクを軽減するため
に、リスク管理を行っております。

（1）市場リスク
（ⅰ）為替リスク管理

当社グループは、グローバルに事業活動を展開しており、外貨建による売買取引にお
いて、為替相場の変動によるリスクに晒されております。外貨建取引については、外
貨預金口座を通じての決済、為替予約のデリバティブ取引により為替変動リスクをヘ
ッジすることで、この為替変動リスクによる影響を軽減しております。なお、このデ
リバティブ取引について、ヘッジ会計は適用しておりませんが、 この取引が為替変
動による影響を有効に相殺しているものと判断しております。
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（ii）株価リスク管理
当社グループは、上場株式を保有しており、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。当該リスクに対しては、市場価格や発行体の財務状況等を定期的に把握し、保有
状況を適宜見直しております。

（２）金利リスク
当社グループの有利子負債は借入金及びリース負債であり、一部の借入金は変動金利で調
達しておりますが、全て短期のため、市場金利の変動が当社グループの損益に与える影響
は軽微と考えられます。従って、当社グループにとって金利リスクは重要ではないと判断
しております。

（３）信用リスク
当社グループは、保有する金融資産の相手が債務を履行できなくなることにより、財務上
の損失を被る信用リスクに晒されております。営業債権である売掛金及び受取手形につい
ては、顧客の信用リスクに晒されております。
当社グループは、与信管理規程に従い、取引先に対して与信限度枠を設定し、営業管理部
署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理
するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握に努め、信用リスクの軽減を
図っております。なお、当社グループは、単独の取引先又はその取引先が所属するグルー
プについて、過度に集中した信用リスクを有しておりません。
当社グループの資金運用は、預入先や債券の発行体の信用リスクに晒されております。
当社グループは資金運用ガイドラインに従い、現金及び現金同等物、その他の金融資産に
ついて、格付けの高い金融機関の商品のみを保有しており、信用リスクは低いと考えてお
ります。

（４）流動性リスク
流動性リスクとは、当社グループが現金又はその他の金融資産により決済する金融負債に
関連する債務を履行するにあたり、支払期日にその支払を実行できなくなるリスクであり
ます。
営業債務及びその他の債務、借入金及びその他の金融負債は流動性リスクに晒されており
ますが、当社グループでは、適時資金計画を作成・更新するとともに、金融機関からの借
入枠を維持すること等により、当該リスクを管理しております。
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２. 金融商品の公正価値等に関する事項
当連結会計年度末における金融商品の帳簿価額及び公正価値は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

帳簿価額 公正価値
償却原価で測定する金融資産
負債性証券 200 200
(注）１.連結財政状態計算書において公正価値で測定する金融商品及び帳簿価額が公正価値の合理的

な近似値となっている金融商品は上表には含めておりません。
２.償却原価で測定する金融資産の負債性証券は、連結財政状態計算書の「その他の金融資産」
に含まれております。

(公正価値のヒエラルキー)
金融商品の公正価値のヒエラルキーは、次のとおり分類しております。
レベル１：活発な市場における相場価格により測定された公正価値
レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外で、直接又は間接的に観察可能なインプットを使

用して測定された公正価値
レベル３：観察可能でないインプットを含む評価技法を用いて測定された公正価値

(公正価値の測定方法)
(現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務)
短期間で決済されるため、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっております。

(借入金)
全て一年以内に返済されるものであり、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっており
ます。
(その他の金融資産、その他の金融負債)
その他の金融資産のうち、３ヵ月超の定期預金については、短期間で決済されるため、帳簿
価額が公正価値の合理的な近似値となっております。上場株式はその他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産として、取引所の市場価格によっております。負債性証券は、
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産として取引所の価格又は取引金融機関から提示
された価格により算定しております。
デリバティブは純損益を通じて公正価値で測定する金融資産又は金融負債として、為替レー
ト等の市場で観察可能な基礎条件に基づいて算定しております。
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３. 金融商品の公正価値の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
（１）償却原価で測定する金融商品

償却原価で測定する金融商品の帳簿価額及び公正価値は次のとおりであります。
（単位：百万円）

帳簿価額 公正価値
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

負債性証券 200 200 ― ― 200
(注) １．帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品は上表には含めておりません。

２．償却原価で測定する金融資産の負債性証券は、連結財政状態計算書の「その他の金融資産」
に含まれております。

レベル１の負債性証券の公正価値は十分な取引量と頻繁な取引がある活発な市場における市場
価格によっております。

（２）経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負債の公正価値
公正価値ヒエラルキーのレベルごとに分類した、経常的に公正価値で測定する金融資産及び金
融負債の内訳は、次のとおりであります。
なお、公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化が生
じた日に認識しております。

（単位：百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産
その他の包括利益を通じて公正価値
で測定する金融資産
株式 23,460 ― 1,448 24,908

純損益を通じて公正価値で測定する
金融資産
デリバティブ資産 ― 315 ― 315

合計 23,460 315 1,448 25,223
金融負債
純損益を通じて公正価値で測定する
金融負債
デリバティブ負債 ― 7,053 ― 7,053

合計 ― 7,053 ― 7,053
(注) １．当連結会計年度において、レベル１とレベル２の間の振替はありません。

２．その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産及び純損益を通じて公正価値で測
定する金融資産は、連結財政状態計算書の「その他の金融資産」に含まれております。ま
た、純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は、連結財政状態計算書の「その他の金
融負債」に含まれております。

レベル１に分類されている金融資産は主に市場性のある上場株式であります。上場株式は十分
な取引量と頻繁な取引がある活発な市場における市場価格によっております。
レベル２に分類されている金融資産及び金融負債はデリバティブであります。デリバティブは
為替予約であり、為替レート等の市場で観察可能な基礎条件に基づいて算定しております。
レベル３に分類されている金融資産は、主に非上場株式であります。当社グループの会計方針
等に従って、入手可能な直前の数値を用いて算定しております。なお、レベル３に分類されて
いる金融資産は、当連結会計年度において重要な変動はありません。
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収益認識に関する注記
（１）収益の分解
当社グループは、主に電動工具・園芸用機器等を製造・販売する単一事業分野において事業活動を

行っており、売上収益の内訳は次のとおりであります。なお、当社グループの売上収益は全て顧客と
の契約から生じたものであります。

①製品及びサービス別売上収益
売上収益の製品及びサービス別内訳は次のとおりであります。

(単位：百万円)
当連結会計年度

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

電動工具等 422,076

園芸用機器・家庭用機器・その他製品 189,579

部品、修理及びアクセサリー 127,605

合計 739,260

②地域別売上収益
売上収益の地域別内訳は次のとおりであります。

(単位：百万円)
当連結会計年度

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

日本 118,050

欧州 352,470

北米
（うち：米国）

112,248
( 99,549)

アジア 49,196

その他 107,296

合計 739,260
(注) 売上収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

（２）収益を理解するための基礎となる情報
当社グループの主要な事業における顧客との契約に基づく履行義務の内容及び履行義務に係る収益

認識時点については、連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 10.収益認識
に記載しております。
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１株当たり情報に関する注記
１株当たり親会社所有者帰属持分 2,748円64銭

基本的１株当たり当期利益 238円54銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

※記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 ………償却原価法（定額法）
子会社株式 …………移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

…………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
…………移動平均法による原価法

２．デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務の評価基準
…………時価法

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有する棚卸資産の評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方
法）によっております。
製品・商品・仕掛品・原材料

…………総平均法
貯蔵品 …………最終仕入原価法

４．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 …………定額法
（リース資産除く） 主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 31～50年
機械及び装置 ５～10年

無形固定資産 …………定額法
（リース資産除く） 自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。
工業所有権については４～17年の定額法によっております。

リース資産 …………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につい
ては、リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法
を採用しております。
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５．引当金の計上基準
貸倒引当金 …………売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

役員賞与引当金 …………役員賞与の支出に備えて、当期における支給見込額に基づき計上
しております。

製品保証引当金 …………製品のアフターサービスに対する支出及び製品販売後の無償修理
費用等の支出に備えるため、過去の実績等を基礎として見積算出
額を計上しております。

退職給付引当金 …………従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、退職給付引当金及び前払年金費用
として計上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給
付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法については、給付
算定式基準によっております。過去勤務費用は、その発生時の従
業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しておりま
す。数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残
存勤務期間による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期
から費用処理することとしております。

役員退職慰労引当金 ………2006年６月29日開催の定時株主総会終結の時をもって役員退職
慰労金制度を廃止しております。当期末の残高は、在任役員のう
ち2006年６月29日までに就任した取締役（社外取締役を除く）
に対する制度廃止までの就任期間に応じた積立額であります。

６．収益及び費用の計上基準
当社は電動工具、園芸用機器等の製造・販売を主な事業としております。これらの製品販売に
ついては、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得することから、履行義
務が充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を認識しております。又、収益
は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品等を控除した金額
で測定しております。
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会計方針の変更

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する
会計基準」（企業会計基準第10号 2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、
時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、
計算書類に与える影響はありません。

会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係
る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、以下のとおりです。
・棚卸資産の評価
当事業年度の計算書類に計上した棚卸資産の金額は47,512百万円であり、収益性の低下による簿価
切下額1,067百万円を差し引いて計上しております。
棚卸資産は、原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)により評価しております。
事業年度末における正味売却価額（見積売価から見積販売直接経費を控除して算出）が取得原価より
下落している場合には、正味売却価額で測定し、取得原価との差額を原則として売上原価に認識して
おります。また、営業循環過程から外れて滞留する棚卸資産については、販売方針、将来の需要や市
場動向を考慮し、帳簿価額の切下げを行っております。
市場環境が予測より悪化して収益性が著しく低下した場合には、翌事業年度の計算書類において認識
する金額に重要な影響を与える可能性があります。
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貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額

建物 32,066百万円

構築物 2,818百万円

機械及び装置 12,467百万円

車両運搬具 263百万円

工具、器具及び備品 27,805百万円

合計 75,419百万円
２．保証債務

金融機関からの借入金に対する保証
マキタ U.S.A. Inc.に対する保証極度額（５千万米ドル) 6,120百万円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 170,451百万円

短期金銭債務 73,041百万円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 391,726百万円

仕入高等 377,300百万円

営業取引以外による取引高 4,201百万円
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株主資本等変動計算書に関する注記
１. 自己株式に関する事項
株 式 の 種 類 当 期 首 増 加 減 少 当 期 末
普 通 株 式 8,490,396株 1,249株 6,584株 8,485,061株
(変動の理由)
増加の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加 1,249株
減少の内訳は、次のとおりであります。
譲渡制限付株式の割当による減少 6,584株
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税効果会計に関する注記
１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
未払費用 2,113百万円
棚卸資産 878百万円
未払事業税等 523百万円
投資有価証券評価損 2,005百万円
減価償却超過額 3,274百万円
役員退職慰労引当金 91百万円
固定資産減損 84百万円
その他 153百万円
小計 9,121百万円
評価性引当額 △361百万円
合計 8,760百万円

繰延税金負債
前払年金費用 △3,314百万円
その他有価証券評価差額金 △2,129百万円
固定資産圧縮記帳積立金 △1,026百万円
合計 △6,469百万円

繰延税金資産の純額 2,291百万円

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 30.2％
（調整）
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.4％
外国子会社配当金源泉税 0.2％
試験研究費税額控除 △1.7％
その他 0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.2％
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リースにより使用する固定資産に関する注記
オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
１年内 314百万円
１年超 2,138百万円

関連当事者との取引に関する注記
１．役員及び個人主要株主等

属性 会社等の
名 称

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の所有
(被所有)割合(%) 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

役 員 及 び
そ の 近 親 者 が
議決権の過半数を
所有している会社等
（当 該 会 社 等 の
子 会 社 を 含 む )

株式会社
ト ー ア
(注１)

自動制御装置の
設計、製作
及 び 販 売

被所有
直接 0.0

生産設備の購入
役員兼任(２名)

生産設備の購入
(注３) 199 未払金 19

株式会社
マ ル ワ
(注２)

不 動 産 業 被所有
直接 3.2

広 告 掲 出
役員兼任(２名) 広告宣伝(注３) 2 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）当社取締役会長 後藤昌彦、取締役社長 後藤宗利及びその近親者が議決権の100％を

所有しております。
（注２）当社取締役会長 後藤昌彦、取締役社長 後藤宗利及びその近親者が議決権の68.1％を

所有しております。
（注３）株式会社トーア及び株式会社マルワとの取引は、市場実勢価格を勘案して、交渉のうえ、

価格を決定しております。
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２．子会社等

属性 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
(被所有)割合(%) 関連当事者との関係 取 引 の 内 容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子
会
社

マキタ U.S.A. Inc. 直接 100.0
債務保証
商品及び
製品の販売等

役員兼任(3名)

債務保証（注１） 6,120 ― ―

商品及び製品の
販売等（注２） 74,865 売掛金 42,688

Makita Werkzeug GmbH.
（ド イ ツ）

直接 1.0
間接 99.0

商品及び
製品の販売等

役員兼任(3名）
商品及び製品の
販売等（注２） 43,441 売掛金 10,158

マキタ（U.K.）Ltd. 直接 100.0
商品及び
製品の販売等

増資の引受
役員兼任(3名）

増資（注３） 8,016 ― ―

商品及び製品の
販売等（注２） 27,094 売掛金 9,446

マ キ タ Oy
（フ ィ ン ラ ン ド） 間接 100.0

商品及び
製品の販売等

役員兼任(2名）
商品及び製品の
販売等（注２） 24,792 売掛金 8,158

マ キ タ LLC
（ロ シ ア）

直接 80.2
間接 19.8

商品及び
製品の販売等

商品及び製品の
販売等（注２） 21,331 売掛金 7,831

マ キ タ sp. zo.o
（ポ ー ラ ン ド） 間接 100.0 商品及び

製品の販売等
商品及び製品の
販売等（注２） 17,433 売掛金 7,032

マキタ・オーストラリア Pty.Ltd. 直接 100.0 商品及び
製品の販売等

商品及び製品の
販売等（注２） 32,730 売掛金 6,886

Makita Werkzeug GmbH.
（オ ー ス ト リ ア） 間接 100.0

商品及び
製品の販売等

役員兼任（2名）
商品及び製品の
販売等（注２） 17,036 売掛金 6,568

マキタ･フランス SAS 間接 100.0
商品及び
製品の販売等

役員兼任（2名）
商品及び製品の
販売等（注２） 16,999 売掛金 6,506

マ キ タ EU S.R.L.
（ル ー マ ニ ア） 直接 100.0 資金の貸付

役員兼任（1名）
資金の貸付
（注４） 7,391 関係会社

貸付金 11,893

牧田（中国）有限公司 直接 100.0
商品及び
製品等の仕入

役員兼任（4名）
商品及び製品等の
仕入（注２） 103,342 買掛金 17,444

牧田（昆山）有限公司 直接 100.0
商品及び
製品等の仕入

役員兼任（4名）
商品及び製品等の
仕入（注２） 252,935 買掛金 51,442

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）マキタ U.S.A. Inc. に対し債務保証を行ったものであります。取引金額欄には保証極度額

（5千万米ドル、期限なし）を記載しております。
（注２）製品等の価格その他の取引条件については、市場実勢価格を勘案して、交渉のうえ、価格を決

定しております。
（注３）増資の引受をしたものであります。
（注４）資金の貸付については、市場金利を勘案し貸付利率を合理的に決定しております。

なお、担保は設定しておりません。

2022年05月23日 18時56分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



収益認識に関する注記
連結注記表「収益認識に関する注記」に同様の内容を記載しているため、注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,607円 61銭

１株当たり当期純利益 121円 22銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

連結配当規制適用会社に関する注記
当社は、連結配当規制適用会社であります。

※記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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